
時系列データの利用と季節変動

１ はじめに

２ 時系列変動のモデル

３ 季節調整の考え方

稲 葉 和 夫

４ 誤差項の性質と変動

景気の状態，および景気

研究所が公表している景気

要因分解の限界

１ は じ め に

変動の周期を捉える資料とし

動向指数（ディフュージョンイ

て内閣府経済社会総合

ンデックス， インデ

ックス）がしばしば用いら

される 系列を景気動向を

すとされる一致系列（ 系列

に分類し，それぞれの系列

割合によって表現される（

らなる一系列の場合，拡張

によって定

れる。 インデックスは，景

予測する先行系列（ 系列），

），景気動向を事後的に確認

において３ヶ月前と比較して

各系列については付表１参照）。

方向に変化している系列数が

義される。他の系列において

気動向に関連すると

景気動向そのものを示

する遅行系列（６系列）

拡張している系列数の

具体的には， 系列か

であるとすると，

も同様に定義される。

図１は景気動向そのもの

同等資格の投票権を持ち，

され，その数値から好況，

向に賛成を表明している，

を表すとされる一致指数を掲

拡張方向を表明している系列

不況の判断を行う。一定期間

言い換えると インデック

げているが，各系列が

の割合によってあらわ

過半数の系列が拡張方

スが ％を上回ってい
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図 景気動向指数（ イ

別号６）

ンデックス）

るならば，経済が拡張方向にある（好況である）ことを示している。図１の白

抜きの部分が好況

いる系列が半数に

いるならば，景気

の範囲が不況期に

ため，当然のこと

ることになり月ご

年度末は，他の時

期に対応する。反対に，一定

満たない，言い換えると

が縮小傾向にある（不況過程

対応する
）
。 インデックス

ながら，原データをそのまま

との景気の拡大・縮小を捉え

期と比較して企業が多額の運

期間拡張方向に賛成を表明し

インデックスが ％を下回っ

）ことを示している。図１の

は，月次データに基づいてい

用いると季節変動の影響を受

ることができなくなる。年末

転資金を必要とする。その結

て

て

影

る

け

・

果

通貨供給（マネー

消費支出，デパー

なる。図２は消費

との変動をそのま

であろう。ところ

列に一定の加工を

サプライ）は，自動的にその時

トの売上げも年末，年度末は

支出四半期データの原系列を

ま見ただけでは景気変動を捉

で， インデックスに用い

施した季節調整済みのデータ

期に増加せざるを得ない。ま

同じ年の他の月と比較して多

表したものであるが，四半期

えることは困難なことは明ら

られている月次データは，原

である。

た，

く

ご

か

系

本稿は，時系列

とを目的としてい

に，第３節では，

２，３節で検討し

データに用いられる季節調整

る。次節２では，時系列変動

季節調整済みの考え方につい

た季節調整の方法についての

済みの方法について検討する

のモデルについて言及する。

て検討を行う。第４節では，

限界点を指摘する。

こ

次

第

（ ）
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図 最

列データの利用と季節変動（稲葉）

終民間実質消費支出の推移（兆円）

資料 内閣府経済社会総合研究所のホームページより。

２

２ １ 時系列変動の要因

季節調整の方法は

のようなものである。今，

時系列変動のモデル

分解

年代に最初に開発された。

月次データ，ないしは四半期

その基本的考え方は次

データを念頭に置き，

原系列 が次のように観察

（

ここで， はトレンド要

要因， は不規則要因をあ

がらも上昇トレンドを持っ

上昇トレンドは一様ではな

されない４つの要因に分解さ

）

因（長期趨勢要因）， は景気

らわしている。図２の消費支

ていることが確かめられるで

く，循環変動をしていること

れるとしよう。

循環要因， は季節

出は季節変動を伴いな

あろう。さらに，その

も推測される。景気循

環変動は，通常 年のサ

前後の在庫循環変動（キッチ

示す要因であるが，その原

季節性の要因

１） カレンダー

イクルを持つ設備投資循環（

ンサイクル）などに分類され

因として４つの事項が考えら

ジュクラーの波），４年

る
）
。 は，季節変動を

れる
）
。

（ ）



お盆，正月，５

どの公式の連休は

の労働日は，この
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月のゴールデンウィーク，ハ

，生産活動にかかわる時系列

ような連休の状況によって変

別号６）

ッピーマンディーを含む連休

に影響を及ぼすであろう。月

化しその結果，生産量，輸入

な

々

な

どの月次，ないし

２） 決定の時

学校の休暇時期

個々人，あるいは

慣習などにより，

性をもち，その結

３） 天候

は四半期のフローデータに影

期

，企業配当の支払い時期，納

個々の機関によって決定され

ある特定の時期に集中する傾

果経済活動変数に影響を与え

響を及ぼすことになる。

税期限の選択，会計報告時期

るものであるが，制度・法律

向がある。これらの行動は季

ることになる。

は

・

節

温度，湿度，降

送，および関連す

味での季節要因と

４） 予想

季節パターン変

年の夏は熱帯夜が

ーなどの生産増加

水量，台風の状況などの天候

る経済変数に影響を及ぼす。

考えることができる。

化の予想は，経済活動に影響

続くと予想されると，ビール

を数ヶ月前から準備すること

の変化は，農業生産，建設，

月々の天候の違いは，本来の

を与えるであろう。例えば，

，ペットボトル，そしてクー

になろう。また，春先の花粉

輸

意

今

ラ

量

が極端に多くなる

することになろう

これら４つの季

係を持つこともあ

うるものではない

はラッグをもって

という予想が出されれば，花

。

節要因は，互いに独立の関係

り，同時に発生することもあ

。また，季節要因は特定の時

他の時期に影響を及ぼすかも

粉症対策の関連商品生産が増

にあるとはいえず原因結果の

るので，必ずしも容易に区別

期に完結するとは限らず，時

しれない。例えば，夏の気温

加

関

し

に

，

気象状況は，米な

月ないしは２ヶ月

を単純に時期ごと

にして，ここでは

ことにしよう。

どの農作物，果物の生産に影

後という具合に時間的なずれ

に区別することの困難性につ

とりあえず季節要因は，特定

響を及ぼすが，その影響は１

をもってあらわれる。季節要

いては，第４節で検討するこ

の時期に限定して議論を進め

ヶ

因

と

る

（ ）
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の不規則要因は，上記

変動要因をあらわしている

る経済活動の一時的停止，

列データの利用と季節変動（稲葉）

の３つの要因では説明できな

。天候の変化，ネットワーク

国内外の政治的変化など，一

い不規則な形で生じる

システムの不具合によ

般には予測が不可能な

偶発的な変動からなり，通

定している。しかしながら

しきれないものが含まれて

心として人的・物的に計り

年たった現在も依然とし

たニュ―ヨークでの同時テ

みならず，その後のアメリ

常はこれらの不規則変動は，

，予期できない不規則変動に

いる。 年１月の阪神淡路

知れない甚大な被害をもたら

て大きく残されている。更に

ロは，数年間にわたり世界経

カを中心としたイラクでの占

確率的に変動すると想

は，確率的変動で処理

大震災は，兵庫県を中

した。その後遺症は，

， 年９月に起こっ

済に影響を及ぼしたの

領統治，それに伴う国

際的な政治不安定の増大な

このように，不規則要因に

動様式自体を大きく変更さ

的変動とみなし，問題点に

２ ２ 四半期データによ

（ ）式では，時系列デー

ど，世界の政治経済の仕組み

含まれる変動は，内容によっ

せることになるが，ここでは

ついては第４節で改めて検討

る要因分解の実例

タを４つの要因の和からな

を大きく変えつつある。

ては変動以降の経済行

とりあえず偶然的確率

することにしよう。

る加法モデルを仮定し

た。この関係式は，あくま

ターンによっては異なった

うな時系列データを各要因

（

ただし，この関係式は，

（ ）の両辺の対数をとると

でも一つの近似式であって，

モデルの方がより妥当するか

の積としてあらわす乗法モデ

）

各要因が正の値をとるときの

，

時系列データの変動パ

もしれない。以下のよ

ルがよく用いられる
）
。

み利用可能である。

となり，（ ）式は，原系列

できる。

図２の消費支出について

（トレンド）と （循環）をあ

（ ）

の対数が加法モデルとなっ

考えた場合，季節変動を回

わせたトレンド型を仮定す

ていると考えることが

避する方法として，

る方法と，次節で述べ

（ ）
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図 消費支出のトレン

別号６）

ド推定

資料 図２と同じ。

る季節調整の方法

める方式である。

ここで， ，

がある。トレンドの最も簡単

（ ）

，…からなるトレンド変数

な例は，１次式の直線をあて

で， は独立な確率変数と仮

は

定

している
）
。したが

（ ）に回帰直線

トレンド推定は

ここで， は

って，この１次式では季節要

をあてはめると以下のような

（ ）

，次のような対数形でも行わ

（ ）

自然対数をあらわしている。

因が に含まれることにな

推定式が得られる。

れる。

実際に推計を行った結果は，

る。

以

下のようになる。

（ ），（ ）の

れている。実測値

る。両者のトレン

（ ）

推計式に基づく消費支出の各

と（ ），（ ）によるトレン

ド推計はほとんど差がなく，

期の推計値は，付表２に掲げ

ド値を図示したものが図３で

図では区別がつかない。緩や

ら

あ

か

（ ）
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図
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完全失業率の推移（％）

資料 総務省統計局のホームペ

な上昇トレンドをもってあ

この他，トレンド推計に

ロジスティック曲線を用い

しかし，トレンドを仮定

えることは困難であり，次

ージより。

らわれている。

は成長率が一定の場合，指数

ることがある。

する方法では，図４のような

に述べるような季節調整方法

曲線をあてはめたり，

完全失業率の変動を捉

が必要となる
）
。

３ １ 移動平均法

移動平均法の考え方は，

る関係式を前提とする
）
。

３ 季節調整の考え方

時系列 が滑らかな関数 と偶然的変動 からな

いま， 期を前後してそれ

しての平均値 は，

…

ぞれ 個のサンプルをとっ

…

て平均すると， に関

（ ）

（ ）



とあらわすことが

とみなすことがで
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できる。 について各期相

きるならば，大数の法則によ

別号６）

互に独立で平均が０の確率変

って はほぼ０に等し

数

い

と考えることがで

あって， 期の周

が得られ，（ ）

均法と呼んでいる

きる
）
。さて，もうひとつの

りでは１次式の近似式として

（ ）

と（ ）から となる

。（ ）式から明らかなよう

式 が滑らかな関数

あらわすことができるならば

。この手法を（ ＋ ）項移動

に， の計算においては，

で

平

期

前後の ＋ 個の

時系列データ

とあらわすことに

ただし， 除去の

えられうる周期に

とになる。

データを必要とする。移動

が周期 のサイクル を含ん

， （ ）

より， ＝ ＋ の周期のサ

ためには周期 がわかって

対するトレンドのうち最も妥

平均法の利点は，次の点にあ

でいるとするならば，

イクルを除去することができ

いる必要がある。実際には，

当と思われるものを見つける

る。

る
）
。

考

こ

まず，最も簡単

は， 期前後の －

によって求められ

調整を行おうとす

えば から

な３項移動平均を考えてみ

期のデータ，および ＋

る。図４の失業率の四半期デ

る場合，周期は４であるから

の平均をとるとその中心は

よう。 に対応する移動平均

期のデータを用いて，

ータを移動平均法によって季

４項移動平均が基本となるが

－ 期と ＋ 期の中間点 －

節

，例

期となる。 期に

から ＋ 期まで

の結果， － 期

対応するトレンドを得るため

の平均と － 期から ＋ 期ま

と ＋ 期の平均として

には，以下に示すように －

での平均をさらに平均する。

期のトレンドが得られる。

期

そ

（ ）
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は５項移動平均である

トがつけられている。（

の 期で成立し，

が成り立つ。ただし，四半

が，最初の期 と最後の期

）のモデルの場合，

であるから，大

期の場合項数が５であるから

＋ に のウェイ

がすべて

数の法則により，

，大数の法則を適用す

るのは多少無理なようにも

た系列 を原系列 から

（ ）の （季節変動と不規

をさらに四半期毎に平

が得られる。

思われる。いずれにせよ，移

差し引くと，トレンドが除去

則変動）が求められる
）
。

均化すると，不規則部分が

動平均によって得られ

されたことになり，

取り除かれて季節変動

具体例として，失業率の

ず，（ ）の加法モデルを適

の項は，５項移動平均を施

当該期の前後２期は移動平

後の２四半期については季

移動平均値を差し引いた季

はあるものの，第１四半期

四半期データについて季節調

用すると表１のような結果

して得られた移動平均値であ

均のために必要とされるから

節調整値が得られない。 の

節要因と不規則変動をあらわ

と第２四半期は失業率が高く

整を施してみよう。ま

が得られる。移動平均

る。既に述べたように，

，最初の２四半期と最

項は，実測値 から

している
）
。若干の例外

，第３四半期と第４四

半期は失業率が低くあらわ

同様に，乗法モデルによ

これら加法モデル，乗法

図５である。図からわかる

はほとんど差がみられない

れる傾向がある。

る移動平均値の結果を付表３

モデルによる移動平均値と実

ように，加法モデル，乗法モ

。

に掲げておいた。

測値を比較したものが，

デルによる移動平均値

（ ）
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表 １

図 失業率の移動平均値（％）

（ ）
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による失業率の季節調整（単位 ％）

３ ２ センサス局

月次データの場合，移動

項移動平均が考えられる

い。移動平均法は，移動平

最近の季節変動値の計算が

（特異値）が発生すると，季

平均法の一つとして四半期デ

が，季節要因が時期によって

均を施す前後の期間がデータ

できない。さらに，天災，経

節調整要因がその異常値によ

ータに用いたと同様の

一定であるとは限らな

として使用されるため，

済的混乱などで異常値

って大きく影響を受け

る可能性がある。日本銀行

れている季節調整法は，戦

法 と呼ばれる手法を基本

というプログラムで，付

見られるのに気がつくであ

が，月次データ，週間デー

，内閣府，総務省などの官庁

後 年代にアメリカ商務省

としている。一般的に用いら

表１の第３項目の季節調整

ろう。手法自体は，移動平均

タなどを取り扱う場合の各曜

において実際に用いら

が開発したセンサス局

れている方法は，

法の欄に が多く

法の繰り返しからなる

日の数を調整する手順，

異常値を除去する方法など

の実例として，

結果について検討を行うこ

整を施した値を掲げている

し， 年代半ば以降急上

が織り込まれている。

年１月から 年１月まで

とにしよう。図６は，原系列
）
。失業率は， 年後半より

昇した後， 年以降低下傾

の月次データを用いた

と による季節調

年代前半まで低下

向にあるなど 年近く

（ ）



の間大きな変動が

季節調整が行われ

立命館経済学（ 巻特

見られるが， の手法で

ていることが観察できる
）
。

別号６）

は，この変動傾向を捉えた形で

年代にセン

季節調整の方法が

があることが従来

４ 誤差項の性質と変動要

サス局法が開発されるまでは

とられてきた。しかし，これ

より指摘されてきた。

因分解の限界

，トレンド型，移動平均によ

らの方法は次の２つの点で欠

る

陥

４ １ 異常値

図３の消費支出

で遡り約 年間の

線は実測値，他の

よる推計値を示し

年ごろを前後

年以降では過

の影響と構造変化

のデータは，過去 年間に限

名目民間最終消費支出のデー

２つの時系列は線形トレンド

ているが両推計値は季節変動

として 年以前では過大推

小推計（推計値が実測値を上回

定していたが，期間を 年

タを図７に示している。太い

による推計値，対数トレンド

を捉えきれていないだけでな

計（推計値が実測値を上回る状

る状況）が継続的に生じてい

ま

実

に

く，

況），

る。

実測値の変化傾向

が高く， 年以

自体が低下を見て

その後遺症を反映

り，その保有者は

せた。 年代末

からも明らかなように 年

降になると増加程度は急速に

いる。この現象は 年代後

している。 年代後半は，

自らの資産が増大したことを

に株式価格の暴落を経験した

頃までは消費支出の増加の程

低下し， 年以降にはレベ

半のバブル経済期の経済行動

株式価格，土地価格の高騰に

通じて消費支出を大幅に増加

後もしばらくは，企業の雇用

度

ル

と

よ

さ

も

増加し，消費も一

大幅な目減りは，

齢化の進行に伴う

どの 年代後半

の不安は消費行動

定程度増加を見たが，次第に

消費支出に大きな影響を与え

年金制度見直し，医療制度見

に顕著となった一連の動きは

を抑制する方向に働いている

バブルの崩壊による資産価値

るようになる。さらに，少子

直し，企業の採用方法見直し

，将来の生活に対する国民全

。 年代後半より現在まで

の

高

な

体

の

（ ）



時系

図 消費

列データの利用と季節変動（稲葉）

支出のトレンド推定（単位 兆円）

消費の趨勢は同様の行動と見るのには無理があり， 年前後に消費パターン

に変化が生じたと考えるの

年代半ば過ぎから現在

適当であるのかもしれない

ックをはじめとして日本経

処する方法としては，非線

均法が用いられている
）
。

（ ）式の加法モデル，（

が自然で， 年代後半から

までと２つの時期に分けてト

。過去 年代前半の石油危

済は大きな影響を受けた。こ

型モデルによるトレンド推計

）式の乗法モデルともに不

年代前半までと

レンドを推計するのが

機など大きな外的ショ

のような構造変化に対

，ないしは加重移動平

規則変動 における異

常値は一時的なものでその

ということを前提としてき

でもなくその後の経済行動

験からも明らかであろう。

４ ２ 誤差項に関する仮

値について一定の措置を施せ

た。しかしながら，異常値が

に大きな影響をもたらすこと

定

ば特に問題は生じない

その限りで終わるもの

は過去の日本経済の経

不規則変動 に関して，

均を施すことによってスル

る周期的な変動が発生する

は注意を要する問題である

互いに相関がなく，誤差の

異常値の問題は別としても，

ツキー・ユール効果（

ことが確かめられている。景

。次に，（ ）のように誤差項

分散が一定であるとみなして

時系列データに移動平

）と呼ばれ

気循環を検討する際に

について系列間に

議論を進めたが，不規

（ ）



則変動に含まれる

の今期の誤差

影響がほとんどな

立命館経済学（ 巻特

要因自体がラッグを持って生

項 に及ぼす影響が小さく

くなる場合には，誤差項の過

別号６）

じることもある。過去の誤差

，しばらくすると（数期間後に

去の影響を問題にすることは

項

は）

な

いであろう
）
。しか

格のものであれば

誤差項が高い相関

循環要因 ，季節

の今期の誤差

し，影響が大きく数期間にわ

，単にトレンド除去による季

を持つ場合は，時系列の分散

要因 をさしあたり除外し

項 の間に１次の自己相関

（ ）

たってかなりの影響を及ぼす

節要因の検出には問題がある

が次第に拡大する傾向が生じ

て（ ）式において過去の誤差

を考慮したモデルを考える。

性

。

る。

項

ここで， は自己

（ ）式より，

が得られる。

となり，時系列の

ができる
）
。

相関がなく，分散が一定であ

で

であれば

１次階差をとることによって

ると仮定する。

あるから

自己相関の問題を回避すること

同様に，季節要

季節要因 に分

式は（ ）式のよ

ここで， は確

ている プロ

因についても確定的な（

けることができ，このような

うに書き換えられる。

（ ）

率トレンド要因をあらわす。

グラム（ ）は を

）季節要因 と確率的

確率的要因を考慮すると（

付表１の季節調整法に掲げら

改良しこれらの確率要因

な

）

れ

，

を考慮した時

経験的な試行錯誤

効であることがわ

系列分析から得られた結果を

から作られたプログラムであ

かっている
）
。

利用したものである。

るが，理論的にも季節調整に

は，

有

（ ）



時系

） インデックスが果

は，従来より問題視さ

列データの利用と季節変動（稲葉）

注

たして景気の動向を適切にあら

れてきた。 インデックスの作

わしているのかについて

成において，全ての系列

は同一の投票資格を与

なり，２つの系列が同

トするのであれば，拡

ある。

） この他，コントラテ

年），建設循環（

程度なので，ここでは

（ ）

） （ ）

えられているが，系列自体はその

方向の変化を示したとしても単に

大方向に進んでいるのかどうかを

ィエフの波（ 年），クズネ

年）などがあるが，議論の対象と

比較的波動の短い２つの波のみを

質的内容と測定単位が異

変化の方向のみをカウン

的確に捉えるには無理が

ッツの長期波動（

なる期間がせいぜい 年

取り上げている。

） 中村他（ ）

） トレンド変数は，最

ただし，回帰直線にお

） 季節要因を除去する

（ ）

） ここでの議論は，中

） 大数の法則について

） 中村他前掲書，

） 中村他前掲書，

参照。

初の年次を用いて ＝ ，…と

いて定数項 の係数推定値が異な

年代から 年代にかけて

参照。

村他前掲書， に基づい

は，稲葉他（ ） 参

参照，および （

定義してもかまわない。

ってくる。

の試みは，

ている。

照。

） 参照。

） 各四半期の平均値を

も０にはならずに小さ

整を行い季節調整済み

） の計算は，

） の計算手順に

（ ） 参照

） （ ）

）（ ）式では，

た。最初の前提が満た

合計すると，理論的には０にな

な値が残る。合計値が０になるよ

系列としている。

（ ）による。

ついては中村他，前掲書

。

参照。

， を前

されず 誤差項

るはずであるが，必ずし

うに表１の移動平均に調

，および

提として議論を進めてき

に自己相関（系列相関）

が存在するケースが時

） このように１階の階

って表現される場合（

という。１次の和分を

トレンドによって作ら

系列データには一般的である。

差をとった場合にトレンド変数

これをトレンド定常という），時

持つ２つの時系列が高い相関を有

れた「見せかけの相関」関係にあ

とランダムな誤差項によ

系列は１次の和分にある

していたとしても，確率

り意味のない相関といわ

（ ）



れる。また

呼び時系列

参照。
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，時系列が１次和分の関係にある

分析の中心的なテーマとなってい

別号６）

かどうかの検定を「単位根」検

る。 （ ）

定と

） 本稿では

入らない。

（

，季節調整の問題に限定してい

関連するテーマの分析については

（ ）
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るので，時系列分析の内容には

，稿を改めて検討することにし

参照。

）

（ ）

立ち
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付表

（ ）

付表

系 列 名

最終需要財在庫率指

鉱工業生産財在庫率

新規求人数（除学卒
実質機械受注（船

く民需）

１

（逆

指数

）
舶・電

先

景気

）

（逆

力を

行 新設住宅着工床面積

動向指数作成に用いら

内 容

）

除 機械受注（船舶・電力
を除く民需）

れる各

フ

フ

÷国内品資本財企業物 ―

系

季

ォル

ォル

価指数
※

列

節 調 整 法 等

の中の デ
ト

の中の デ
ト

系

列

耐久消費財出荷指数
消費者態度指数

数（ 種総合） 長短
東証株価指数
投資環境指数（製

日経
金利

造業）

中小企業売上げ見通し

商品
差

生産指数（鉱工業）

指
長期国債（ 年）新発
債流通利回－
（３か月）ユーロ円金利

総資本営業利益率（製
造業）
［営業利益（製造業）
÷総資本額（製造業）
－長期国債（ 年）新
発債流通利回

前

前

］

―

年同

年同

※
※

月比―前年同月比――

月比

一

致

系

列

鉱工業生産財出荷指
大口電力使用量
働率指数（製造業
所定外労働時間指数
投資財出荷指数（除
商業販売額（小売業
商業販売額（卸売業
営業利益（全産業）
中小企業売上高（

数

）
（製
輸送
）
）

製造業

造業
機械

）

）
）

出荷指数（資本財，除
輸送機械）と出荷指数
（建設財）の加重平均

中小企業出荷指数（製

フ

前

造業）
×中小企業物価指数 ―

※

ォル

年同

※

（工業製品）

の中の デ
ト

月比前年同月比

有効求人倍率（除

遅
行
系
列

第３次産業活動指
サービス業）
常用雇用指数（製
実質法人企業設備
家計消費支出（全

名目）
法人税収入
完全失業率（逆）

学卒）

数（対

造業）
投資（
国勤労

資料 図２と同じ。

事業

全産
者世

所

業）
帯，

法人企業設備投資（全
産業）÷民間設備投資
デフレータ

前
比
年同

※

月比 ※―前年同月
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